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（別 紙） 

新   旧   対   照   表 

次表の「改正前」の部分を「改正後」欄に掲げるとおり改める（アンダーラインを付した部分は改正部分である）。 

改  正  後 改  正  前 

目    次 

 

（注）簿書様式は、平成18年４月１日現在の法令に基づくものである。 

 

第１  共  通  関  係 

 

１ 平成 年分  税の加算税の賦課決定通知書（通知用） 

（２～６ 省 略） 

 

（第２～第３ 省 略） 

 

第４  譲 渡 所 得 関 係 

 

（１～３ 省 略） 

3－1 やむを得ない事情がある場合の買換資産の取得期限承認申請書 

  3－2 やむを得ない事情がある場合の買換資産の取得期限承認申請に対する承認 

（却下）書（通知用） 

（４～６ 省 略） 

７ 譲渡所得の内訳書（確定申告書付表）〔総合譲渡用〕 

（８ 省 略） 

９ 相続財産の取得費に加算される相続税の計算明細書（平成16年１月１日以後相続開始用） 

（10 省 略） 

10－1 相続財産の取得費に加算される相続税の計算明細書（平成15年12月31日以前相続開始用） 

  10－2 同付表 

11 保証債務の履行のための資産の譲渡に関する計算明細書（確定申告書付表） 

（12～21 省 略） 

22 譲渡所得の内訳書(確定申告書付表兼計算明細書)〔土地・建物用〕 

（23～24 省 略） 

24-1 特定上場株式等非課税適用選択申告書 

（25～28 省 略） 

29 居住用財産の譲渡損失の金額の明細書《確定申告書付表》（居住用財産の買換え等の場合の譲

渡損失の損益通算及び繰越控除用）【租税特別措置法第41条の５用】 

目    次 

 

（注）簿書様式は、平成17年４月１日現在の法令に基づくものである。 

 

第１  共  通  関  係 

 

１ 平成 年分  税（   ）の加算税の賦課決定通知書（通知用） 

（２～６ 同 左） 

 

（第２～第３ 同 左） 

 

第４  譲 渡 所 得 関 係 

 

（１～３ 省 略） 

（新 規） 

（新 規） 

 

（４～６ 同 左） 

７ ７ 譲渡所得の内訳書（総合譲渡用） 

（８ 同 左） 

９ ９ 相続財産の取得費に加算される相続税の計算明細書 

（10 同 左） 

（新 規） 

（新 規） 

11 保証債務の履行のための資産の譲渡に関する計算明細書 

（12～21 同 左） 

22 譲渡所得の内訳書(計算明細書)（土地・建物用） 

（23～24 同 左） 

（新 規） 

（25～28 同 左） 

29 居住用財産の譲渡損失の金額の明細書（居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及

び繰越控除用）【租税特別措置法第41条の５用】 
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 31 特定居住用財産の譲渡損失の金額の明細書《確定申告書付表》（特定居住用財産の譲渡損失の損

益通算及び繰越控除用）【租税特別措置法第41条の５の２用】 

 

（第５～第７ 省 略） 

 

第８  納 税 猶 予 関 係 

 

（１～26 省 略） 

27 代替農地等取得の承認を受けている場合の譲渡等をした特例農地等の明細書（租税特別措置法施行

規則第23条の８第４項第８号） 

（28～31 省 略） 

32 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当の承認を受けている場合の買取りの申出等に係る特例農

地等の明細書（租税特別措置法施行規則第23条の８第４項第９号） 

（33～89 省 略） 

 

（第９～第11 省 略） 

 31 特定居住用財産の譲渡損失の金額の明細書（特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除

用）【租税特別措置法第41条の５の２用】 

 

（第５～第７ 同 左） 

 

第８  納 税 猶 予 関 係 

 

（１～26 同 左） 

27 代替農地等取得の承認を受けている場合の譲渡等をした特例農地等の明細書（租税別措置法施行規

則第23条の８第３項第８号） 

（28～31 同 左） 

32 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当の承認を受けている場合の買取りの申出等に係る特例農

地等の明細書（租税特別措置法施行規則第23条の８第３項第９号） 

（33～89 同 左） 

 

（第９～第11 同 左） 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 被相続人の氏名            

 

 

 

申告期限後３年以内の分割見込書 

 

 

相続税の申告書「第11表（相続税がかかる財産の明細書）」に

記載されている財産のうち、まだ分割されていない財産について

は、申告書の提出期限後３年以内に分割する見込みです。 

なお、分割されていない理由及び分割の見込みの詳細は、次の

とおりです。 

 

１ 分割されていない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 分割の見込みの詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 適用を受けようとする特例等 

 

(1) 配偶者に対する相続税額の軽減（相続税法第19条の２第１項） 

(2) 小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

 （租税特別措置法第69条の４第１項） 

(3) 特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例 

 （租税特別措置法第69条の５第１項） 

（ 資４－ 21－Ａ４統一 ）  

 

 通信日付印の年月日  

  年  月  日 

確認印 番   号 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 遺産が未分割であることについてやむ 

を得ない事由がある旨の承認申請書 名 簿 番 号 
 

 
 
                          〒 
 
                        住 所 
                        （居所）                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 

          ・配偶者に対する相続税額の軽減（相続税法第19条の２第１項） 

          ・小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

  遺産の分割後、             （租税特別措置法第69条の４第１項）  の適用を受けたいので、遺 

          ・特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例 

                      （租税特別措置法第69条の５第１項） 

 

                 ・相続税法施行令第４条の２第２項 

 産が未分割であることについて、 ・租税特別措置法施行令第40条の２第12項又は第14項    に規定するやむを 

                 ・租税特別措置法施行令第40条の２の２第16項又は第19項   

 

 得ない事由がある旨の承認申請をいたします。 

 

１ 被相続人の住所・氏名 

 

  住 所                         氏 名                   

 

２ 被相続人の相続開始の日        平成   年   月   日 

 

３ 相続税の申告書を提出した日      平成   年   月   日 

 

４ 遺産が未分割であることについてのやむを得ない理由 

 

                                                     

 

                                                     

 

                                                     

 （注）やむを得ない事由に応じてこの申請書に添付すべき書類 

   ① 相続又は遺贈に関し訴えの提起がなされていることを証する書類 

   ② 相続又は遺贈に関し和解、調停又は審判の申立てがされていることを証する書類 

   ③ 相続又は遺贈に関し遺産分割の禁止、相続の承認若しくは放棄の期間が伸長されていることを証する書類 

   ④ ①から③までの書類以外の書類で財産の分割がされなかった場合におけるその事情の明細を記載した書類 

 
 

      ○ 相続人等申請者の住所・氏名 

住 所 （ 居 所 ） 氏    名 続  柄 

 印  

 印  

 印  

 印  

 

      ○ 相続人等の代表者の指定 

 

                代表者の氏名                      

 

 

 

                                               （資４－22－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

 通信日付印の年月日  

  年  月  日 

確認印 番   号 

 遺産が未分割であることについてやむ 

を得ない事由がある旨の承認申請書 名 簿 番 号
 

 
 
                          〒 
 
                        住 所 
                        （居所）                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 

          ・配偶者に対する相続税額の軽減（相続税法第19条の２第１項） 

          ・小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

  遺産の分割後、             （租税特別措置法第69条の４第１項）  の適用を受けたいので、遺 

          ・特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例 

                      （租税特別措置法第69条の５第１項） 

 

                 ・相続税法施行令第４条の２第２項 

 産が未分割であることについて、 ・租税特別措置法施行令第40条の２第12項又は第14項    に規定するやむを 

                 ・租税特別措置法施行令第40条の２の２第16項又は第19項   

 

 得ない事由がある旨の承認申請をいたします。 

 

１ 被相続人の住所・氏名 

 

  住 所                         氏 名                   

 

２ 被相続人の相続開始の日        平成   年   月   日 

 

３ 相続税の申告書を提出した日      平成   年   月   日 

 

４ 遺産が未分割であることについてのやむを得ない理由 

 

                                                     

 

                                                     

 

                                                     

 （注）やむを得ない事由に応じてこの申請書に添付すべき書類 

   ① 相続又は遺贈に関し訴えの提起がなされていることを証する書類 

   ② 相続又は遺贈に関し和解、調停又は審判の申立てがされていることを証する書類 

   ③ 相続又は遺贈に関し遺産分割の禁止、相続の承認若しくは放棄の期間が伸長されていることを証する書類 

   ④ ①から③までの書類以外の書類で財産の分割がされなかった場合におけるその事情の明細を記載した書類 

 
 

      ○ 相続人等申請者の住所・氏名 

住 所 （ 居 所 ） 氏    名 続  柄 

 印  

 印  

 印  

 印  

 

      ○ 相続人等の代表者の指定 

 

                代表者の氏名                      

 

 

 

                                               （資４－22－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

                    （裏）                       

                  記 載 方法      

 

１ この評価明細書は、土地登記簿の地目が山林、原野であるもの及び現況が山林であるもの（立 

木のあるもの）について、原則として、一団地の立木の所在地、樹種及び樹齢を同じくするものご

とに記載します。この場合、地目が山林、原野で立木のない場合は、「所在地」、「用途区分及び

現況」及び①から④までの林地の評価に関する事項欄にのみ記載し、⑤から⑭までの立木に関する

事項欄には「立木なし。」と記載します。 

 また、地目は山林、原野であるが、現況が山林、原野以外のものである場合は、「所在地」及 

び「用途区分及び現況」欄のみ記載します。 

２ 「用途区分及び現況」欄は、自用、貸付、自用（保安林）、分収林（自用、費用負担）等と記 

載し、現況が山林、原野以外のものについては、その現況を記載します。 

３ 「①林地の面積」欄は、上欄に台帳面積（土地登記簿面積）を記載し、下欄に実面積を記載し 

ます。 

４ 「②林地の固定資産税評価額」欄は、上欄に市町村が定めている固定資産税評価額を記載し、 

 下欄㋑に実面積（①の下欄の面積）による固定資産税評価額の修正額を記載します。 

５ 「③評価倍率」欄は、財産評価基準に定める倍率を記載します。 

６ 「④林地の評価額」欄は、次に掲げる山林については、別途計算した価額を記載します。 

⑴ 市街地山林 

⑵ 貸付けられている山林 

⑶ 保安林 

⑷ 分収造林契約に基づいて貸付けられている山林 

７ 「⑦森林の面積」欄は、ヘクタール単位とし、ヘクタール未満２位まで（３位以下は切捨て）記 

載します。 

８ 「⑧１ヘクタール当たりの標準価額」欄は、財産評価基準に定める標準価額を記載します。 

９ 「⑨小出し距離及び小運搬距離」欄は、それぞれの距離をｍ及び㎞単位で記載します。 

(注) 小出し距離とは、立木を伐倒し、ケーブルを架設して搬出することを想定した場合におけ 

るケーブルの起点から終点（集材場所）までの距離をいい、小運搬距離とは、集材場所から 

最寄りの原木市場又は製材工場等までの距離をいいます。 

10 「⑭算出額」欄を記載するため、保安林及び分収造林契約に係るものについては次により計算 

した金額によります。 

⑴ 保安林 

保安林については「保」と表示し、法令に基づき定められた伐採関係の区分による控除割合 

を上部に記載の上、「⑭の算出額×（１－控除割合）」の算式により計算した金額。 

⑵ 分収造林契約に係るもの 

分収造林契約に係るものについては「分」と表示し、「⑭の算出額×分収割合」の算式に 

より計算した金額。 

                                                                                   

                    （裏）                       

                   記載 方法      

 

１ この評価明細書は、土地登記簿の地目が山林、原野であるもの及び現況が山林であるもの（立 

木のあるもの）について、原則として、一団地の立木の所在地、樹種及び樹齢を同じくするものご

とに記載します。この場合、地目が山林、原野で立木のない場合は、「所在地」、「用途区分及び

現況」及び①から④までの林地の評価に関する事項欄にのみ記載し、⑤から⑭までの立木に関する

事項欄には「立木なし。」と記載します。 

 また、地目は山林、原野であるが、現況が山林、原野以外のものである場合は、「所在地」及 

び「用途区分及び現況」欄のみ記載します。 

２ 「用途区分及び現況」欄は、自用、貸付、自用（保安林）、分収林（自用、費用負担）等と記 

載し、現況が山林、原野以外のものについては、その現況を記載します。 

３ 「①林地の面積」欄は、上欄に台帳面積（土地登記簿面積）を記載し、下欄に実面積を記載し 

ます。 

４ 「②林地の固定資産税評価額」欄は、上欄に市町村が定めている固定資産税評価額を記載し、 

 下欄㋑に実面積（①の下欄の面積）による固定資産税評価額の修正額を記載します。 

５ 「③評価倍率」欄は、財産評価基準に定める倍率を記載します。 

６ 「④林地の評価額」欄は、次に掲げる山林については、別途計算した価額を記載します。 

⑴ 市街地山林 

⑵ 貸付けられている山林 

⑶ 保安林 

⑷ 分収造林契約に基づいて貸付けられている山林 

７ 「⑦立木面積」欄は、ヘクタール単位とし、ヘクタール未満２位まで（３位以下は切捨て）記 

載します。 

８ 「⑧１ヘクタール当たりの標準価額」欄は、財産評価基準に定める標準価額を記載します。 

９ 「⑨小出し距離及び小運搬距離」欄は、それぞれの距離をｍ及び㎞単位で記載します。 

(注) 小出し距離とは、立木を伐倒し、ケーブルを架設して搬出することを想定した場合におけ 

るケーブルの起点から終点（集材場所）までの距離をいい、小運搬距離とは、集材場所から 

最寄りの原木市場又は製材工場等までの距離をいいます。 

10 「⑭算出額」欄を記載するため、保安林及び分収造林契約に係るものについては次により計算 

した金額によります。 

⑴ 保安林 

保安林については「保」と表示し、法令に基づき定められた伐採関係の区分による控除割合 

を上部に記載の上、「⑭の算出額×（１－控除割合）」の算式により計算した金額。 

⑵ 分収造林契約に係るもの 

分収造林契約に係るものについては「分」と表示し、「⑭の算出額×分収割合」の算式に 

より計算した金額。 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           届出年月日 平成  年  月  日 

         税務署長殿 

                   第 4 項               取得    

          相続税法施行規則附則第 5 項の規定による学校教育用財産の廃止届出書 

                   第 6 項               現況     
 

住 所 
〒 

 学 級 数  学級 

氏 名 印 
定員 人 

届出者 

電話番号  幼 児 数 等
現員 人 

学 校 の 種 類  
学校の事業

開始年月日
年 月 日 

学 校 の 名 称  

学 校 の 所 在 地  
青 色 申 告

承認年月日
年 月 日 

学

級

設

置

場

所

の

位

置

図 

 

 

 

 

 

                      供 し た（ 第 4 項 ） 

               教 育 の 用 に供しなくなった（ 第 ５ 項 ）財 産 の 明 細 

                      供 し て い る（ 第 ６ 項 ） 

区分 用 途 所 在 場 所 数 量 
供 し た 日 

供しなくなった日 そ の 他 参 考 事 項 

  
㎡ 平成 年 月 日 

    

    

    

土

地 

   

 

    

    

    

建

物     

 

    
構
築
物     

 

区分 種 類 数 量 
供 し た 日 

供しなくなった日 
取得価額 区分 細 目 

預入先又は 

貸 付 先 等 
預入等の年月日 金 額 

  平成 年 月 日 
千円 

現 金   千円

      平成 年 月 日  

        

        

    

現

金

・

預

金 

    

        

        

教

育

用

設

備

備

品 

    

有
価
証
券     

        

        

    

貸
付
金
等     

        

事
務
用
備

品 

    

流
動
資
産

そ
の
他
の

    

    基 本 金 平成  年  月  日現在 

    設 置 者 借 平成  年  月  日現在 
車

輌 

    

    固
定
資
産

そ
の
他
の    

備

考 

 

１．上記の欄に記載しきれないときは、適宜の用紙に記載して添付して下さい。 

２．この届出書には、届出をする年の前年の 12 月 31 日現在の貸借対照表を添付して下さい。 

関 与 税 理 士              印 電 話 番 号 

 

                                              （資４－87－Ａ４－統一） 

 通信日付印の年月日  

  年  月  日 

確認印 番   号 

                                           届出年月日 平成  年  月  日 

         税務署長殿 

                   第 4 項               取得    

          相続税法施行規則附則第 5 項の規定による学校教育用財産の廃止届出書 

                   第 6 項               現況     
 

住 所
〒 

 学 級 数  学級 

氏 名 印 
定員 人 

届出者

電話番号  幼 児 数 等 

現員 人 

学 校 の 種 類  
学校の事業 

開始年月日 
年 月 日 

学 校 の 名 称  

学 校 の 所 在 地  
青 色 申 告 

承認年月日 
年 月 日 

学

級

設

置

場

所

の

位

置

図 

 

 

 

 

 

                      供 し た（ 第 4 項 ） 

               教 育 の 用 に供しなくなった（ 第 ５ 項 ）財 産 の 明 細 

                      供 し て い る（ 第 ６ 項 ） 

区分 用 途 所 在 場 所 数 量 
供 し た 日 

供しなくなった日 そ の 他 参 考 事 項 

  
㎡ 平成 年 月 日 

    

    

    

土

地 

   

 

    

    

    

建

物     

 

    
構
築
物     

 

区分 種 類 数 量 
供 し た 日

供しなくなった日
取得価額 区分 細 目 

預入先又は 

貸 付 先 等 
預入等の年月日 金 額 

  平成 年 月 日
千円 

現 金   千円

      平成 年 月 日  

        

        

    

現

金

・

預

金 

    

        

        

教

育

用

設

備

備

品 

    

有
価
証
券     

        

        

    

貸
付
金
等     

        

事

務
用
備

品 

    

流
動
資
産

そ
の
他
の

    

    基 本 金 平成  年  月  日現在 

    設 置 者 借 平成  年  月  日現在 
車

輌 

    

    固
定
資
産

そ
の
他
の    

備

考 

 

１．上記の欄に記載しきれないときは、適宜の用紙に記載して添付して下さい。 

２．この届出書には、届出をする年の前年の 12 月 31 日現在の貸借対照表を添付して下さい。 

関 与 税 理 士              印 電 話 番 号 

 

                                              （資４－87－Ａ４－統一） 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相続税法施行規則附則第８項・第 12項の規定に 

よる家事充当金額の限度額の認定（変更）申請書 
名 簿 番 号 

 

 
 
 
 
 
 
 
          税務署長殿 
 
                          〒 
       年   月   日提出 
 
                        住 所                           
 
                    申請者 
 
                        氏 名             ○印  電話          
 
 
 

私の営む学校経営事業に係る家事充当金額の限度額につき相続税法施行規則附則第 7 項

第 1 号の規定による認定を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 
 
 

記 
 
 
 

 １ 適用開始年分          年分 

 

 

 ２ 認定を受ける家事充当金額の限度額（年額）                    円 

 

 

   （現に認定を受けている家事充当金額の限度額（年額）               円） 

 

 

 ３ 学校経営事業における申請者の職務内容                           

 

 ４ 経営する学校の名称、所在地及びその概要 

 

 

   （名称）                 （所在地）                   

 

 

   （幼児、児童等の現在数、学級数等）                            

 

 ５ 家事充当金額の限度額の算定根基及び学校経営事業に従事している者の給与等の明細 

 

   別紙のとおり。 

 

 ６ 学校経営事業に従事している者の給与規定 

 

   別添のとおり。 
 

  
 

 

 

 

 

                                                （資４－88－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

 通信日付印の年月日  

  年  月  日 

確認印 番   号  

 相続税法施行規則附則第８項・第 12項の規定に 

よる家事充当金額の限度額の認定（変更）申請書  
名 簿 番 号

 

 
 
 
 
 
 
 
          税務署長殿 
 
                          〒 
       年   月   日提出 
 
                        住 所                           
 
                    申請者 
 
                        氏 名             ○印  電話          
 
 
 

私の営む学校経営事業に係る家事充当金額の限度額につき相続税法施行規則附則第 7 項

第 1 号の規定による認定を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 
 
 

記 
 
 
 

 １ 適用開始年分          年分 

 

 

 ２ 認定を受ける家事充当金額の限度額（年額）                    円 

 

 

   （現に認定を受けている家事充当金額の限度額（年額）               円） 

 

 

 ３ 学校経営事業における申請者の職務内容                           

 

 ４ 経営する学校の名称、所在地及びその概要 

 

 

   （名称）                 （所在地）                   

 

 

   （幼児、児童等の現在数、学級数等）                            

 

 ５ 家事充当金額の限度額の算定根基及び学校経営事業に従事している者の給与等の明細 

 

   別紙のとおり。 

 

 ６ 学校経営事業に従事している者の給与規定 

 

   別添のとおり。 
 

  
 

 

 

 

 

                                                （資４－88－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 

第 号

年 月 日

殿
税務署長 印

円

円

（資４－９２－２－Ａ４統一）

２　相続開始前3年以内の贈与(３に該当する贈与を除く。)

３　相続税法第21条の9第3項に該当する贈与(相続時精算課税適用分)

１　開示対象者(開示対象者が7名以上の場合は開示書付表に記載しています。)

氏名又は名称

住所又は居所
（所在地）

課税価格については、下記のとおり開示します。

平成

住　所　又　は　居　所　（　所　在　地　）　 氏　名　又　は　名　称

記

相続税法第 49 条第 1項の規定に基づく請求に対する開示書

　なお、この開示書は、平成　　年　　月　　日現在の課税価格に基づいて作成しています。

平成 年 月 日に相続税法第49条第１項の規定に基づく請求があった贈与税の

贈 与 税 の 課 税 価 格 の 合 計 額

贈 与 税 の 課 税 価 格 の 合 計 額
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新 規） 

 

殿

（資４－９３－Ａ４統一）

住　所　又　は　居　所 氏 名

相続税法第49条第1項の規定に基づく請求に対する開示書付表

開示請求者

【開示請求者】
　　相続税法第21条の17又は第21条の18の規定により納税に係る権利又は義務を承継した方が２名
　　以上いる場合において、本開示書のあて名以外の方を記載しています｡

住　所　又　は　居　所　（　所　在　地　） 氏　名　又　は　名　称

１　開示対象者(開示書の「１ 開示対象者」欄の続きを記載しています｡)



第３ 贈与税関係                                                               - 1 -                                     

 

改  正  後 改  正  前 

 
 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 2 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 
 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 3 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 
 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 4 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 

 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 5 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 

 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 6 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 

 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 7 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 
 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 8 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 
 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 9 -                                     

改  正  後 改  正  前 

 
 

 

 

 



第３ 贈与税関係                                                               - 10 -                                  

   

 

改  正  後 改  正  前 

 
 

 

 

 相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書 

住  所 

又は 

居  所 

 〒      電話(    -    -    )

 

 

フリガナ  

氏 名 

（生年月日） 

                  ○印   

（大・昭     年   月   日） 

   平成  年  月  日 

        税務署長 殿 

受

贈

者 

特定贈与者との続柄  

 

 私は、下記の特定贈与者から平成   年中に贈与を受けた財産については、相続税法第21条の９
第１項の規定の適用を受けることとしましたので、下記の書類を添えて届け出ます。 
 

記 

１ 特定贈与者に関する事項 
 

住  所 

又は居所 
 

フリガナ  

氏  名 
 

 

生年月日 明・大・昭     年   月   日 

 
２ 年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合 
 

推定相続人となった理由  

推定相続人となった年月日 平成   年   月   日 

 
３ 添付書類 

次の（１）～（４）のすべての書類が必要となります。 
なお、いずれの添付書類も、贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してください。 
（書類の添付がなされているか確認の上、□に✓印を記入してください。） 

 
（１）□ 受贈者の戸籍の謄本又は抄本その他の書類で、次の内容を証する書類 

① 受贈者の氏名、生年月日 
② 受贈者が特定贈与者の推定相続人であること 

 
（２）□ 受贈者の戸籍の附票の写しその他の書類で、受贈者が 20 歳に達した時以後の住所又は居所を

証する書類(受贈者の平成 15 年１月１日以後の住所又は居所を証する書類でも差し支えありませ
ん｡) 

 
（３）□ 特定贈与者の住民票の写し又は特定贈与者の戸籍の附票の写しその他の書類で、次の内容を 

証する書類 
① 特定贈与者の氏名、生年月日 
② 特定贈与者の 65 歳に達した時以後の住所又は居所（特定贈与者の平成 15 年１月１日以後の
住所又は居所を証する書類でも差し支えありません｡） 

 
（注）租税特別措置法第 70 条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の 

相続時精算課税の特例))の適用を受ける場合には、②の書類は「平成 15 年１月１日以後の 
住所又は居所を証するもの」となります。 

 
（４）□ 相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書その他の書類で、特定贈与者が相続時精算 

課税選択届出書の提出により相続時精算課税の適用を受ける財産に係る贈与をしたことを明らか
にする書類(｢相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書｣の用紙は税務署にあります｡) 

 
（注）この届出書の提出により、特定贈与者からの贈与については、特定贈与者に相続が開始するまで 

相続時精算課税の適用が継続されるとともに、その贈与を受ける財産の価額は、相続税の課税価格に 
加算されます（この届出書による相続時精算課税の選択は撤回することはできません｡)。 

 

作成税理士              ○印  電話番号  

 

※ 税務署整理欄 届 出 番 号     －     名 簿        確認  

（注） ※印欄は記入しないでください。                          （資５－４２－Ａ４統一）（17.10） 

 

○
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択
届
出
書
」
は
、
必
要
な
添
付
書
類
と
と
も
に
申
告
書
第
一
表
及
び
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

 相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書 

住  所 

又は 

居  所 

 〒      電話(    -    -    )

 

 

フリガナ  

氏 名 

（生年月日） 

                  ○印   

（大・昭     年   月   日） 

   平成  年  月  日 

        税務署長 殿 

受

贈

者 

特定贈与者との続柄  
 

 私は、下記の特定贈与者から平成    年中に贈与を受けた財産については、相続税法第21条 

の９第１項の規定の適用を受けることとしましたので、下記の書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 特定贈与者に関する事項 
 

住所又は 

居 所 
 

フリガナ  

氏  名
 

 

生年月日 明・大・昭     年   月   日 

 
２ 年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合 
 

推定相続人となった理由  

推定相続人となった年月日 平成   年   月   日 

 
３ 添付書類（下記のすべての書類が必要となります。） 
  添付している書類の□に✓印を記入してください。 
  なお、添付書類は、すべて贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してください。 
 
 ⑴ □ 受贈者の戸籍の謄(抄)本及び受贈者の戸籍の附票の写しなど次の内容を証する書類 

① 受贈者の氏名、生年月日 
② 受贈者の 20 歳に達した時以後の住所又は居所（受贈者の平成 15 年 1 月 1 日以後の住所又

は居所を証する書類でも差し支えありません。） 
③ 受贈者が特定贈与者の推定相続人に該当すること 

 
 ⑵ □ 特定贈与者の住民票の写し又は特定贈与者の戸籍の附票の写しなど次の内容を証する書類 

① 特定贈与者の氏名、生年月日 
② 特定贈与者の 65 歳に達した時以後の住所又は居所（特定贈与者の平成 15 年 1 月 1 日以後

の住所又は居所を証する書類でも差し支えありません。） 
    (注) 租税特別措置法第 70 条の 3((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例))の適用を受ける場合には、②の書類は「平成 15 年 1 月 1 日以後の住
所又は居所を証するもの」となります。 

 
 ⑶ □ 相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書など特定贈与者が相続時精算課税選択届出

書の提出により相続時精算課税の適用を受ける財産に係る贈与をしたことを明らかにする書類 
（「相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書」の用紙は税務署にあります。） 

 
(注) この届出書の提出により、特定贈与者からの贈与については、特定贈与者に相続が開始するまで相

続時精算課税の適用が継続されるとともに、その贈与を受ける財産の価額は、相続税の課税価格に
加算されます（この届出書による相続時精算課税の選択は撤回することはできません。）。 

 

作成税理士              ○印  電話番号  
 
※ 税務署整理欄 整 理 番 号    名 簿      確認  

（注） ※印欄は記入しないでください。                                （資５－４２－Ａ４統一） 

税務署 

受付印 
○
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択
届
出
書
」
は
、
必
要
な
添
付
書
類
と
と
も
に
申
告
書
第
一
表
及
び
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 
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改  正  後 改  正  前 

 
 

 

 

 

 相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書 付 表 

受贈者の氏名  

 

 

４ 受贈者の相続開始年月日 
 

平成   年   月   日 

 

５ 受贈者の相続人に関する事項 
 

住 所 

又は 

居 所 

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

住 所 

又は 

居 所 

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

住 所 

又は 

居 所 

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

（注）受贈者の相続人（包括受遺者を含みます。）に特定贈与者がいる場合は、特定贈与者の記入は必要あり

ません。 

また、その相続人が２人以上いる場合には、そのすべての相続人が連署しなければなりません。 

 

６ 添付書類 

次の書類が必要となります。 

（書類の添付がなされているか確認の上、□に✓印を記入してください。） 
 
 □ 上記５に記入した者の戸籍の謄本又は抄本その他の書類で、受贈者のすべての相続人（包括受遺

者を含み、特定贈与者を除きます｡)を明らかにする書類（贈与を受けた日以後に作成されたものを

提出してください。） 

 

 

（注）この付表は、受贈者の相続開始を知った日の翌日から10か月以内に、その受贈者の相続人（包括受遺

者を含み、特定贈与者を除きます｡)が、｢相続時精算課税選択届出書｣と一緒に提出してください。 

 
                                              （資５－４３－Ａ４統一）（17.10）

 相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書 付 表 

受贈者の氏名  

 

 

４ 受贈者の相続開始年月日 
 

平成   年   月   日 

 

５ 受贈者の相続人に関する事項 
 

住 所

又は 

居 所

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

住 所

又は 

居 所

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

住 所

又は 

居 所

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ   

氏   名                 ○印                  ○印  

生 年 月 日 大・昭・平   年   月   日 大・昭・平   年   月   日 

受贈者との続柄   
 

（注）受贈者の相続人（包括受遺者を含みます。）に特定贈与者がいる場合は、特定贈与者の記入は必要あ 
りません。 
また、その相続人が２人以上いる場合には、そのすべての相続人が連署しなければなりません。 

 
 
６ 添付書類（下記の書類が必要となります。） 
  添付している書類の□に✓印を記入してください。 
   
 □ 上記 5 に記入した者の戸籍の謄(抄)本など受贈者のすべての相続人（包括受遺者を含み、特定贈与

者を除きます。）を明らかにする書類（贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してくださ
い。） 

 
 
 

 

 

（注） この付表は、受贈者の相続開始を知った日の翌日から10ヶ月以内に、その受贈者の相続人（包括

受遺者を含み、特定贈与者を除きます。）が、「相続時精算課税選択届出書」と一緒に提出してく

ださい。 

 
                                                   （資５－４３－Ａ４統一）
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改  正  後 改  正  前 

 
 

 

 

 

  

平成  年分 農地等の贈与に関する確認書 
 

１ 農地等の受贈者 

住所 
 

 
氏名  

 

２ 前年以前の農地等の贈与の状況 
次のいずれか該当する項目の□の中に✓印を記入してください。   

□ 私は、農地等を贈与した年の前年以前において、その農業の用に供していた租税特別措置

法第 70 条の４第１項に規定する農地を私の推定相続人に贈与したことはありません。   

□ 私は、農地等を贈与した年の前年以前において、その農業の用に供していた租税特別措置

法第70条の４第１項に規定する農地を私の推定相続人に贈与したことはありますが、当該農地

は相続税法第21条の９第３項の規定(相続時精算課税)の適用を受けるものではありません。 
 

３ 本年における農地等の贈与の状況 
  次に該当する場合は□の中に✓印を記入してください。 
 

□ 私は、農地等を贈与した年において、今回の贈与以外の贈与により租税特別措置法第 70 条

の４第１項に規定する農地及び採草放牧地並びに準農地の贈与をしていません。 
 

４ 採草放牧地に関する事項（今回の贈与以前に採草放牧地を所有していた場合のみ記入してください。）

贈与者が今回の贈与の日までその農業の用に供していた租税特別措置法第 70

条の４第１項に規定する採草放牧地の面積 
① ㎡

贈与者が今回の贈与をした年の前年以前において贈与をした採草放牧地のう

ち相続時精算課税の適用を受けるものの面積 
② ㎡

 

①の面積と②の面積の合計（①＋②） 
 

③ ㎡

 ③の面積の
3
2
（③×

3
2
） ④ ㎡

贈与者が今回贈与をした租税特別措置法第 70 条の４第１項に規定する採草放

牧地の面積（「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載した採草放牧地の面積の

合計を記入します。） 

⑤ ㎡

上記のとおり、⑤の面積は、④の面積以上となります。 
 

５ 準農地に関する事項（今回の贈与以前に準農地を所有していた場合のみ記入してください。） 
贈与者が今回の贈与の日まで有していた租税特別措置法第 70 条の４第１項に

規定する準農地の面積 
① ㎡

贈与者が今回の贈与をした年の前年以前において贈与をした準農地のうち

相続時精算課税の適用を受けるものの面積 
② ㎡

 

①の面積と②の面積の合計（①＋②） 
 

③ ㎡

 ③の面積の
3
2
（③×

3
2
） ④ ㎡

贈与者が今回贈与をした租税特別措置法第 70 条の４第１項に規定する準農地

の面積（「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載した準農地の面積の合計を記

入します。） 
⑤ ㎡

上記のとおり、⑤の面積は、④の面積以上となります。 

 

上記の事実に相違ありません。 

平成  年  月  日 

農地等の贈与者 
  

住所                    氏名               ㊞  

（資５－４５―Ａ４統一）（17.10）

  

平成  年分 農地等の贈与に関する確認書 
 

１ 農地等の受贈者 

住所
 

 
氏名  

 

２ 前年以前の農地等の贈与の状況 

次のいずれか該当する項目の□の中に✓印を記入してください。   

□ 私は、農地等を贈与した年の前年以前において、その農業の用に供していた租税特別措置

法第 70 条の 4 第 1 項に規定する農地を私の推定相続人に贈与したことはありません。   

□ 私は、農地等を贈与した年の前年以前において、その農業の用に供していた租税特別措置

法第 70 条の 4 第 1 項に規定する農地を私の推定相続人に贈与したことはありますが、当該農

地は相続税法第21条の9第3項の規定(相続時精算課税)の適用を受けるものではありません。 
 

３ 本年における農地等の贈与の状況 
  下記の事項に該当する場合は□の中に✓印を記入してください。 
 

□ 私は、農地等を贈与した年において、今回の贈与以外の贈与により租税特別措置法第 70 条

の 4 第 1 項に規定する農地及び採草放牧地並びに準農地の贈与をしていません。 
 

４ 採草放牧地に関する事項（今回の贈与以前に採草放牧地を所有していた場合のみ記入してください。）

贈与者が今回の贈与の日までその農業の用に供していた租税特別措置法第 70

条の 4 第 1 項に規定する採草放牧地の面積 
① ㎡

贈与者が今回の贈与をした年の前年以前において贈与をした採草放牧地のう

ち相続時精算課税の適用を受けるものの面積 
② ㎡

 

①の面積と②の面積の合計（①＋②） 
 

③ ㎡

 ③の面積の
3
2
（③×

3
2
） ④ ㎡

贈与者が今回贈与をした租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に規定する採草放

牧地の面積（「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載した採草放牧地の面積の

合計を記入します。） 

⑤ ㎡

上記のとおり、⑤の面積は、④の面積以上となります。 
 

５ 準農地に関する事項（今回の贈与以前に準農地を所有していた場合のみ記入してください。） 
贈与者が今回の贈与の日まで有していた租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に

規定する準農地の面積 
① ㎡

贈与者が今回の贈与をした年の前年以前において贈与をした準農地のうち

相続時精算課税の適用を受けるものの面積 
② ㎡

 

①の面積と②の面積の合計（①＋②） 
 

③ ㎡

 ③の面積の
3
2
（③×

3
2
） ④ ㎡

贈与者が今回贈与をした租税特別措置法第 70 条の 4 第 1 項に規定する準農地

の面積（「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載した準農地の面積の合計を記

入します。） 
⑤ ㎡

上記のとおり、⑤の面積は、④の面積以上となります。 

 

上記の事実に相違ありません。 

平成  年  月  日 

農地等の贈与者 
  

住所                    氏名               ㊞  

（資５－４５―Ａ４統一）

 




